
Ｄ－１．消費者と事業者の連携・協働

【背景・現状】
１．「倫理的消費調査研究会中間取りまとめ」（平成28年６月）を公
表、「倫理的消費調査研究会最終取りまとめ」を公表予定（平成
29年４月） 。

２．「消費者志向経営の取組促進に関する検討会」を開催し、消費
者志向経営の意義、推進方策について議論し、取りまとめ。平
成28年10月には、消費者志向経営推進に向けたキックオフシ
ンポジウムを開催。消費者志向経営推進組織（プラットフォー
ム）を設けるとともに、推進活動の一つである「消費者志向自主
宣言・プラットフォーム活動」を開始。

【工程表（主な記載事項）】
＜倫理的消費の推進＞ 〔４（２）⑩P98〕
１．倫理的消費調査研究会の「最終取りまとめ」を踏まえた推進方

針を検討。検討に当たり関係省庁と連携。【消費、文科、農水、
環境】

２．消費者・事業者・行政による推進組織（プラットフォーム）の構
築等を検討し、学校において利用できる教材の提供や教員向
け研修の機会の提供、商品・サービスへの反映や事業者間の
連携等事業者への働き掛け、認証ラベルの情報提供等も検
討。【消費】

＜消費者志向経営の促進＞ 〔４（３）②P112〕
１．消費者志向経営推進組織（プラットフォーム）を設け、消費者志

向経営の広範な普及に向けた活動を展開する。平成29年度の

重点課題は、「消費者志向自主宣言及びフォローアップ活動の
促進」とする。【消費】

２．「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」への参加の呼び
掛けを行う。また、平成30年度以降に優良事例の表彰を実施

する。【消費】
３．経営者層向けに各種のセミナー等を開催し、消費者志向経営

の一層の普及を図る。【消費】
４．事業者の管理職・担当者の資質向上に向けた研修等を開催す

る。【消費、経産】

【工程表（主なスケジュール）】 

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

倫理的消費の普
及啓発 

     

消費者志向経営
の推進に向けた
方策の検討 

     

倫理的消費の普及の推進（若年層に取り入れやす
い文化・雰囲気の醸成、メディアや広報の活用、消
費者が必要とする情報が適切に提供される環境作
りの検討、多様な主体による推進活動（ムーブメント
作り）等）【消費者庁】 

消費者、事業者、行政による推進組
織（プラットフォーム）の構築を検討  
 
・学校において利用できる教材の提
供や教員向けの研修の機会の提
供、事業者への働き掛け（商品・サ
ービスへの反映や事業者間の連
携）、認証ラベルの情報提供等【消
費者庁】 

消費者志向経営を
促進する方策の検
討【消費者庁、経
済産業省】 

消費者志向経営を推進する施策の実 
施【消費者庁、経済産業省】 
・消費者志向自主宣言・フォローアップ 

活動の促進 
・セミナーやシンポジウム、研修等によ

る消費者志向経営の普及・啓発 
など 

優良事例の表彰 
【消費者庁】 
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※消費者志向経営推進組織メンバーによる記念写真



公益通報者保護法の概要
（平成16年６月公布、平成18年4月施行）

事 業 者
（行政機関を含む）

事業者内部
（例：社内のコンプライア
ンス窓口、事業者が予め定
めた弁護士事務所等）

公益通報
（内部通報）

公益通報者
（労働者＜公務員を含む＞）

公益通報
（行政機関への通報）

処分・勧告権限を
有する行政機関

公益通報
（その他外部への通報）

被害の発生・拡大防止のた
めに必要と認められる者

（報道機関、消費者団体等）

＜保護の内容＞
・解雇の無効
・不利益取扱いの禁止
・労働者派遣契約の

解除の無効

国の行政機関向けガイドライン

＜外部の労働者等からの通報＞

（所管事業者の法令遵守の確保に資する）

民間事業者向けガイドライン
（民間事業者の法令遵守の確保に資する）

国の行政機関向けガイドライン

＜内部職員等からの通報＞

（行政機関自身の法令遵守の確保に資する）

法令違反行為
（国民の生命、身体、財産等の保護に関わる法
律で、本法及び政令で定めた法律（平成29年２
月末日現在、459法律）の刑罰法規違反の行為）

通報窓口
(外部の労働者等から
の通報を受付)

Ｄ－２．消費者の被害救済・利益保護の枠組み等の強化
【背景・現状】
＜消費者団体訴訟制度＞

１．「消費者団体訴訟制度の実効的な運用に資する支援の在り方に関

する検討会」を平成27年10月から開催し、平成28年６月に取りまとめ。

２．報告書を踏まえ、特定適格消費者団体による仮差押えを国民生活セ

ンターがバックアップする仕組みを整備するため、平成29年通常国

会に独立行政法人国民生活センター法等の一部を改正する法律案

を提出。

３．平成29年通常国会における総理施政方針演説において、「被害者

の救済を消費者団体が変わって求める新しい訴訟制度が、昨年ス

タートしました。これを国民生活センターがバックアップする仕組みを

整え、より迅速な救済を目指します。」とされている。

＜公益通報者保護制度＞

・ 「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会」において、

平成28年12月に最終報告書を公表。

【工程表（主な記載事項）】
＜消費者団体訴訟制度＞ 〔５（１）①P129〕

・ 平成28年６月に取りまとめられた「消費者団体訴訟制度の実効的な

運用に資する支援の在り方に関する検討会」報告書を踏まえて、平

成28年９月に必要な内閣府令の改正作業を行い、平成29年通常国

会において必要な法改正作業の実施を検討。【消費】

＜公益通報者保護制度＞ 〔４（３）③P113〕

１．有識者検討会報告書を踏まえ改正された民間事業者向け及び国の

行政機関向けガイドラインの周知・広報等を行うとともに、地方公共

団体向けガイドラインの策定や民間事業者の内部通報制度に係る

認証制度の導入等を可及的速やかに実施。【消費】

２．法改正が必要なものについては、最終報告書の内容を広く周知して

法改正に向けた議論を喚起するとともに、各関係団体や国民からの

意見の集約を図り、法改正の内容をより具体化。【消費】

【工程表（主なスケジュール）】
 

施策名 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

消費者の財産被害

の集団的な回復の

ための民事の裁判

手続の特例に関す

る法律（消費者裁

判手続特例法）の

円滑な施行 

     

公益通報者保護制

度の推進 

     

検討会

の報告

書を踏

まえた

内閣府

令の改

正作業

【消費

者庁】 

適格消費者団体
及び特定適格消
費者団体に対す
る支援の在り方
の検討会の開催
【消費者庁】 

検討会の報
告書を踏ま
えた法改正
作業の実施
（独立行政
法人国民生
活センター
法等の一部
を改正する
法律案）
【消費者
庁】 
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